
55
・
4
％
で
、
財
政
が
危
険
な

領
域
に
達
し
て
い
る
と
さ
れ
る

市
町
村
の
早
期
健
全
化
基
準
は

３
５
０
％
で
あ
り
、
ま
た
、
本
村

の
実
質
公
債
費
比
率
は
5.7
％
で
、

早
期
健
全
化
基
準
は
25
％
で
あ
る

こ
と
か
ら
、
ど
ち
ら
も
基
準
値
以

下
で
あ
り
、
本
村
の
財
政
状
況
は

財
政
指
標
上
、
健
全
で
あ
る
と
い

え
る
。
し
か
し
、
人
口
減
少
、
税

金
の
減
収
を
考
え
た
場
合
、
長
期

的
視
点
に
た
ち
、
健
全
財
政
の
維

持
に
努
め
る
た
め
、
財
政
調
整
基

金
や
村
債
の
残
高
等
の
具
体
的
な

数
値
目
標
を
掲
げ
た
「
美
浦
村
財

政
改
革
計
画
」
を
本
年
１
月
に

策
定
し
た
。
村
民
一
人
当
た
り

の
村
債
は
、
平
成
27
年
度
末
で

41
万
9
千
円
と
な
っ
て
い
る
。

質
問　

地
域
交
流
館
事
業
の
建
設

費
の
財
源
は
。

答
弁　
（
総
務
部
長
）　

農
産
物
直

売
所
、
会
議
・
研
修
施
設
は
、
国

庫
補
助
金
の
「
農
山
漁
村
活
性
化

対
策
整
備
交
付
金
」、
子
育
て
支

援
施
設
、
地
域
交
流
施
設
は
、
国

庫
補
助
金
の
「
地
方
創
生
推
進
交

付
金
」
を
見
込
み
、
残
り
は
地
方

債
と
一
般
財
源
を
見
込
ん
で
い
る
。

　

地
域
交
流
館
建
築
事
業
費
は
、

工
事
費
、
備
品
購
入
費
、
民
間
事

業
者
へ
の
負
担
金
を
含
め
た
全
体

事
業
費
は
、
5
億
1
千
9
6
0
万

5
千
円
と
な
っ
て
い
る
。

　

昨
年
創
設
さ
れ
た
地
方
創
生
応

援
税
制
、
通
称
「
企
業
版
ふ
る
さ

と
納
税
」の
活
用
も
検
討
し
た
い
。

質
問　

美
浦
村
の
借
入
金
は
、
金

利
の
割
安
な
条
件
の
良
い
金
融
機

関
に
借
り
換
え
が
可
能
か
。

答
弁　
（
総
務
部
長
）　

政
府
資
金
、

地
方
公
共
団
体
金
融
機
構
資
金
に

つ
い
て
は
、
残
債
を
一
括
償
還
や

繰
上
償
還
す
る
場
合
に
は
、
後
年

度
の
利
子
相
当
額
を
補
償
金
と
し

て
支
払
う
必
要
が
あ
り
、
得
策
に

は
な
ら
な
い
。
民
間
資
金
に
つ
い

て
も
、
金
銭
消
費
貸
借
契
約
証
書

規
定
が
あ
り
、
原
則
、
手
数
料
・

利
息
を
支
払
う
必
要
が
あ
る
た
め
、

借
入
先
金
融
機
関
と
の
調
整
、
承

諾
が
必
要
と
な
り
、
と
も
に
安
い

金
利
の
も
の
に
す
ぐ
に
借
り
換
え

が
で
き
な
い
事
情
が
あ
る
。
安
い

金
利
の
も
の
に
仮
に
借
り
換
え
る

こ
と
が
で
き
れ
ば
、
村
の
財
政
に

と
っ
て
大
変
大
き
い
こ
と
な
の
で
、

調
査
研
究
を
し
、
今
後
一
つ
の
課

題
と
し
て
検
討
し
て
い
き
た
い
。

※
１
将
来
負
担
比
率
と
は

　

地
方
債
残
高
、
公
債
費
に
充
て

る
た
め
の
特
別
会
計
へ
の
繰
出
し

見
込
額
や
一
部
事
務
組
合
の
負
担

見
込
額
等
、
一
般
会
計
等
が
将
来

負
担
す
べ
き
実
質
的
な
負
債
の
標

準
財
政
規
模
に
対
す
る
割
合
。

※
２
実
質
公
債
費
比
率
と
は

　

公
債
費
、
公
債
費
に
充
て
る
た

め
の
特
別
会
計
へ
の
繰
出
金
や
一

部
事
務
組
合
の
負
担
金
等
、
実
質

的
な
公
債
費
相
当
額
の
標
準
財
政

規
模
に
対
す
る
割
合
。（
３
年
間

の
平
均
）

質
問　

本
村
の
、
将
来
負
担
比
率

※
１
と
実
質
公
債
費
比
率
※
２
の

状
況
と
、
村
民
一
人
当
た
り
借
入

金
（
村
債
）
は
い
く
ら
か
。

答
弁　
（
総
務
部
長
）　

地
方
公
共

団
体
の
財
政
状
況
を
統
一
的
な
指

標
で
明
ら
か
に
し
、
財
政
の
健
全

化
や
再
生
が
必
要
な
場
合
に
、
迅

速
な
対
応
を
と
る
た
め
の
「
地
方

公
共
団
体
の
財
政
の
健
全
化
に
関

す
る
法
律
」
が
平
成
21
年
４
月
に

施
行
さ
れ
、
実
質
赤
字
比
率
、
連

結
実
質
赤
字
比
率
、
実
質
公
債
費

比
率
、
将
来
負
担
比
率
の
４
つ
を

「
健
全
化
判
断
比
率
」
と
定
め
て

い
る
。本
村
の
将
来
負
担
比
率
は
、
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将
来
負
担
比
率
・
実
質
公
債
費
比
率
に
つ
い
て

将
来
負
担
比
率
・
実
質
公
債
費
比
率
に
つ
い
て

質
問

質
問

答
弁

答
弁

答
弁

質
問

小
こい ず み

泉　嘉
よし た だ

忠
議 員


